
 

別 添 
【一部開示決定】対象公文書 
 
１「東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム」に係る文書等 

 
 
 
 
 

項番

1 令和４年度 構築・運用 実施完了報告書

2 令和４年度 構築・運用 運用報告書

3 令和４年度 構築・運用 進捗管理資料

4 令和４年度 構築・運用 履行体制及び遵守事項の誓約書

5 令和４年度 構築・運用 業務従事者に対する遵守事項の周知実施報告書

6 令和４年度 構築・運用 業務従事者向け研修実施報告書

7 令和４年度 構築・運用 再委託の承諾申請書

8 令和４年度 構築・運用 メールテンプレート一覧

9 令和５年度 運用 運用報告書

10 令和５年度 運用 進捗管理資料

11 令和５年度 運用 履行体制及び遵守事項の誓約書

12 令和５年度 運用 業務従事者に対する遵守事項の周知実施報告書

13 令和５年度 運用 業務従事者向け研修実施報告書

14 令和５年度 運用 再委託の承諾申請書

15 令和５年度 改修 実施完了報告書（メール送付機能）

16 令和５年度 改修 進捗管理資料

17 令和５年度 改修 履行体制及び遵守事項の誓約書

18 令和５年度 改修 業務従事者に対する遵守事項の周知実施報告書

19 令和５年度 改修 業務従事者向け研修実施報告書

20 令和５年度 改修 再委託の承諾申請書
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・システム構築・運用保守受託業者と都とのやりとりに係る文書

・システム導入の意思決定に係る都庁内での検討文書

・システムに係る都職員向け研修文書

文書名

電子メール

操作研修アジェンダ

・システム構築・運用保守受託業者より納入・提出された文書

システム導入検討記録

システムに関する問い合わせ記録

・システムに係る問い合わせ・取材対応等に関する記録文書



 

 
 
２「性自認及び性的指向に関する調査」に係る文書等 
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令和４年度東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム構築・運用支払起案（後期分・運用分）

令和５年度東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム運用保守契約起案

令和５年度東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム改修契約起案

スマートフォン等端末レンタルサービス申込書

スマートフォン等端末使用に関するリース契約起案（令和４年度）

スマートフォン等端末使用に関するリース契約の支払起案（令和４年度）

スマートフォン等端末使用に関するリース契約の支払起案（令和５年度）

・その他システムに係る各種文書

32 性自認及び性的指向に関する調査実施体制表

・調査受託業者より納入・提出された文書



 

【一部開示決定】不開示理由 

 

（１）委託業者の氏名及びメールアドレス等の個人に係る記述及び書類等 

特定の個人を識別することができ、又は特定の個人を識別することはできないが、公

にすることにより、なお個人の権利利益を侵害するおそれがあるため、東京都情報公開

条例第７条第２号に該当し、不開示とする。 

 

（２）受託業者より提出された文書のうち、システム構築・運用及び改修の内容に係る記述 

システム構築・運用及び改修の内容に係る記述は、東京都パートナーシップ宣誓制度

届出等管理システムの設計に直結するものであり、公にすることにより、法人の事業運

営上の利益及び社会的信用が損なわれると認められるため、同条例第７条第３号に該

当し、不開示とする。 

また、本システムの構築・運用及び改修の内容に係る記述が開示された場合、本シス

テムの安定的な稼働が困難になるなど、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るため、同条例第７条第６号に該当し、不開示とする。 

 

（３）受託業者より提出された文書のうち、特にシステムのセキュリティに係る記述 

上記記述を公にすることにより、本システムへの侵入・破壊等の犯罪を誘発し、犯罪

の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるため、同条例第

７条第４号に該当し、不開示とする。 

 

（４）法人の口座情報 

法人の経理等の事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、

公にすることにより、法人の事業運営が損なわれると認められるため、同条例第７条第

３号に該当し、不開示とする。 

  

（５）印影（東京都に関するものを除く） 

公にすることにより、個人又は法人の財産等への不法な侵害を招くおそれがあると

ともに、偽造等による犯罪を誘発し又は犯罪の実行を容易にするおそれがあるため、同

条例第７条第４号に該当し、不開示とする。 

 

（６）東京都職員の電話番号、メールアドレス 

公にすることにより、不特定多数の者から本来の業務目的以外の問合せが大量又は

無差別に行われるおそれがあり、当該職員の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるため、同条例第７条第６号に該当し、不開示とする。 


